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　1.　は じ め に

　1-1　本稿の背景
　近年では，集団での観光に代表されるような
マスツーリズムから，現地での滞在や体験を主
としたエコ・ツーリズム，グリーン・ツーリズ
ムなど比較的少人数で，あるいは目的別の観光
形態が至るところで行われている。つまり，従
来までの発地型の観光から，着地型の観光への
シフトが見られるようになってきた。さらには，
B級グルメに代表されるように各地域の地域資
源を活用した商品などの開発・販売などに行政
なども関わっている場合も多い。そのような事
からも観光に関わる要素（資源）の活用・開発
は，特に地方部において，政策立案上の大きな
要素であるともいえるであろう1）。これらの現
地での滞在型のツーリズムは地域内の第一次産
業等をはじめ，各産業への波及も期待され
る2）。
　　特に平成 6（1994）年 6月に制定された「農
山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進
に関する法律（農山漁村余暇法）」により，各

 八戸大学ビジネス学部専任講師
 1）　観光に伴う「経済的効果」として，以下が挙

げられる。岡野編（2001），pp. 12-13.
  （1）　所得創出効果
  （2）　雇用創出効果
  （3）　税収効果

 2）　平成 25年 5月より三陸復興国立公園などの指
定により，東北地方とくに東日本大震災によ
る被災地周辺も国立公園として再整備・再構
築されることから，今後，当該地域において
新たな観光需要が想定される。
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── その基礎的検討を中心に ──
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地域においても体験・滞在を中心とした，農山
漁村地域と都市部との交流が認識されるように
なったといえるだろう。
　例えば農山漁村などにおけるグリーン・ツー
リズムでは，農業などの産業体験，B級グルメ
などの郷土料理など，多くの場合共通する項目
が各地域でそれぞれ展開されている。そのため，
そのツーリズムの需要側の視点としては，例え
ば，都市部に居住している観光客が体験型の
ツーリズムに参加しようとする場合，何を求め
て旅行先の地域を選ぶのか，また，その情報を
どのようにして事前に得るのかといったことが
観光客のニーズ把握として事前の重要な要素と
なる。同時に供給側である地域の側としては，
観光客（需要者）のニーズに見合うプランなど，
どのように選択してもらえるか，ツーリズムの
情報をどのように提示するかという，換言すれ
ば観光客のニーズと地域のシーズとのマッチン
グが求められるであろう。
　同時に，観光地における土地の利用，労働者
の状況においては 2面性（2重性）を有してい
るものと考えられる3）。つまり，土地利用に関
しては従来の作物などを生産する農地としての
役割に加え観光資源としての役割を有している
といえる。また労働に関しても，農業従事者と
してのいわゆる第一次産業への従事の側面に加
えて観光ガイドのような第三次産業への従事と
いう特徴があるといえる。また，グリーン・ツー
リズムのような自然環境に依存する観光形態に

 3）　この2面性（2重性）に関する指摘は，河村（2008）
から大きな示唆を得た。詳細については後述。
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おいては，受入時期の限定，自然環境の外的要
因への依存性という特徴があるといえよう。そ
こで，本稿においては，とりわけグリーン・ツー
リズムを主として，その経済政策的な概念の整
理を中心に行うものである。

　1-2　グリーン・ツーリズムとは
　それでは，グリーン・ツーリズムとは何であ
ろうか。直感的な理解としては，農家，漁家に
滞在し，そこで農作業体験などを行うことがで
きるような観光・旅行のように考えられる。わ
が国におけるグリーン・ツーリズムとは先述し
た「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備
の促進に関する法律（農山漁村余暇法）」の内
容に沿った形で行われているものと思われる。
　同法においては，第 2条（定義）において次
のように定義されている4）。

 4）　「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の
促進に関する法律」http://law.e-gov.go.jp/html 
data/H06/H06HO046.htmlより引用。

第二条　この法律において「農村滞在型余暇活
動」とは，主として都市の住民が余暇を利用し
て農村に滞在しつつ行う農作業の体験その他農
業に対する理解を深めるための活動をいう。 

2　この法律において「山村・漁村滞在型余暇
活動」とは，主として都市の住民が余暇を利用
して山村又は漁村に滞在しつつ行う森林施業又
は漁ろうの体験その他林業又は漁業に対する理
解を深めるための活動をいう。 

3　この法律において「農用地等」とは，農業
振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法
律第五十八号）第三条第一号から第三号までに
掲げる土地をいう。 

4　この法律において「農作業体験施設等」と
は，農作業の体験施設その他農村滞在型余暇活
動のために利用されることを目的とする施設で
あって農林水産省令で定めるものをいう。 

5　この法律において「農林漁業体験民宿業」
とは，施設を設けて人を宿泊させ，農林水産省
令で定める農村滞在型余暇活動又は山村・漁村
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図１-１ グリーン・ツーリズムの位置づけ 

（出典：農水省 HP http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kyose_tairyu/k_kyotai/index.htmlより

引用） 

  

そのようなことを踏まえ、本稿ではグリーン・ツーリズムを農山村に滞在し、農作業などの体

験を重視する観光と広い間口で考えることとする。 

 

 1-3 わが国におけるグリーン・ツーリズムの実施状況 

今までは、グリーン・ツーリズムとは何かという、概念的な内容に紙面を割いてきた。ここで

本節においては、全国的なグリーン・ツーリズムの状況を見て行く。 

 （財）都市農山漁村交流活性化機構において示されているグリーン・ツーリズムの内訳（カテ

ゴリー）は、（１）観光農園、（２）農家レストラン、（３）農家民宿、（４）滞在型市民農園とな

っている。これらは、いわゆる「農業」を中心に据え、それから派生する事柄を観光資源という

カテゴリーに分類したものと解釈される。しかし、実際の「農業」に従事する場合、観光資源と

して多くの人々との交流などというよりも、自耕作地における収量、利潤の最大化が主たる目的

であり、寧ろ観光資源の要素については間合い的な要素が強いともいえよう。 

 現在の、グリーン・ツーリズムにおける現状を、同法人の資料を通じて以下で見ていく。新た

なツーリズムとして代表的なのが農山漁村での滞在型体験であり、宿泊先として農漁村における

民泊であるといっても過言ではないであろう。各地域における 1995年～2008年までの地域別の

農林漁業体験民宿の登録数の推移を時系列で表したのが図 1-1である4。   

                                                   
4 基データは、都道府県別であるが、ここでは各地域毎に集計し作成した．各地域について集計する

に際して、北海道、東北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島）、関東（茨城、栃木、群馬、埼玉、

千葉、東京、神奈川）、北陸（新潟、富山、石川、福井、山梨、長野）、東海（岐阜、静岡、愛知、三

重）、近畿（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）、中国四国（鳥取、島根、岡山、広島、山口、

図 1-1　グリーン・ツーリズムの位置づけ
（出典 : 農水省 HP http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kyose_tairyu/k_kyotai/index.htmlより引用）
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滞在型余暇活動（以下「農山漁村滞在型余暇活
動」という。）に必要な役務を提供する営業を
いう。 

　同法では，「農村滞在型余暇活動」と「山村・
漁村滞在型余暇活動」の 2種類に分類し厳密に
定義されている。余暇活動の内容については，
概ね先述したような体験活動を行う事で，その
理解を深めることを目的にしたものと解釈でき
よう。
　一方で，この法律に基づきわが国のグリーン・
ツーリズムの展開を行政の立場から推進してい
るのが農林水産省（以後，農水省と称す）であ
る。農水省においては「都市と農山漁村の共生・

対流」と位置づけ都市部と農山漁村部との「交
流」を推進する事業となっている。
　特に，図 1-1に示したように，農村等に「滞
在」しその体験を踏まえて一時ないしは中長期
間当該地域で目的を達成するために行うものと
解釈されよう。
　そのようなことを踏まえ，本稿ではグリーン・
ツーリズムを農山村に滞在し，農作業などの体験を
重視する観光と広い間口で考えることとする。

　1-3　 わが国におけるグリーン・ツーリズム
の実施状況

　今までは，グリーン・ツーリズムとは何かと
いう，概念的な内容に紙面を割いてきた。ここ
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特に、北陸地域が相対的に多く立地していることが明瞭である。これらの地域において、新潟

県、長野県において体験民宿がとりわけ多いことがあげられる5。北陸地方においては、1997年

をピークに 2004年まで減少傾向にあり、その後、2005年以降増加から横ばいにある。 

 図 1-2-1では北陸地域が突出して多い傾向にあったことから、ここでは北陸地域を除いた、7

地域の傾向について図 1-2-2で見て行く。多くの地域の場合 1997年以降減少傾向にあるものの、

ほぼ一定的に増加傾向が見られるのが、東北、北海道であるといえる。さらには、1997年をピー

クに中国・四国地域の減少が著しい。しかし、その反面全国的な趨勢としては 2004年以降、各地

においてピーク期ほどでは無いにせよ体験民宿の数は増加傾向が見られる。 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国四国 九州
 

図 1-2-1 農林漁業体験民宿の登録数の推移（全都道府県） 

（出典：（財）都市農山漁村交流活性化機構 2010『数字でわかるグリーン・ツーリズム』，pp.1-2を基

に作成） 
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図 1-2-2 農林漁業体験民宿の登録数の推移（北陸地域除く） 

（出典：図 1-1-1に同じ） 

                                                                                                                                                     
徳島、香川、愛媛、高知）、九州（福岡、佐賀、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）として、集計した。 
5 各都道府県別の時系列推移については、巻末に示す。 

図 1-2-1　農林漁業体験民宿の登録数の推移（全都道府県）
（出典 :（財）都市農山漁村交流活性化機構 2010『数字でわかるグリーン・ツーリズム』，pp. 1-2を基に作成）
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徳島、香川、愛媛、高知）、九州（福岡、佐賀、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）として、集計した。 
5 各都道府県別の時系列推移については、巻末に示す。 

図 1-2-2　農林漁業体験民宿の登録数の推移（北陸地域除く）
（出典 : 図 1-2-1に同じ）

（ヶ所）
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で本節においては，全国的なグリーン・ツーリ
ズムの状況を見て行く。
　（財）都市農山漁村交流活性化機構において
示されているグリーン・ツーリズムの内訳（カ
テゴリー）は，（1）観光農園，（2）農家レスト
ラン，（3）農家民宿，（4）滞在型市民農園となっ
ている。これらは，いわゆる「農業」を中心に
据え，それから派生する事柄を観光資源という
カテゴリーに分類したものと解釈される。しか
し，実際の「農業」に従事する場合，観光資源
として多くの人々との交流などというよりも，
自耕作地における収量ないしは，利潤の最大化
が主たる目的であり，寧ろ観光資源の要素につ
いては間合い的な要素が強いともいえよう。
　現在の，グリーン・ツーリズムにおける現状
を，同法人の資料を通じて以下で見ていく。新
たなツーリズムとして代表的なのが農山漁村で
の滞在型体験であり，宿泊先として農漁村にお
ける「民泊」であるといっても過言ではないで
あろう。各地域における 1995年～2008年まで
の地域別の農林漁業体験民宿の登録数の推移を
時系列で表したのが図 1-2-1である5）。

 5）　基データは，都道府県別であるが，ここでは
各地域毎に集計し作成した．各地域について
集計するに際して，北海道，東北（青森，岩手，
宮城，秋田，山形，福島），関東（茨城，栃木，
群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川），北陸（新潟，
富山，石川，福井，山梨，長野），東海（岐阜，

　特に，北陸地域が相対的に多く実施している
ことが明瞭である。これらの地域において，新
潟県，長野県において体験民宿がとりわけ多い
ことがあげられる6）。北陸地方においては，
1997年をピークに 2004年まで減少傾向にあり，
その後，2005年以降増加から横ばいにある。
　図 1-2-1では北陸地域が突出して多い傾向に
あったことから，ここでは北陸地域を除いた，
7地域の傾向について図 1-2-2で見て行く。多
くの地域の場合 1997年以降減少傾向にあるも
のの，ほぼ一定的に増加傾向が見られるのが，
東北，北海道であるといえる。さらには，1997

年をピークに中国・四国地域の減少が著しい。
しかし，その反面全国的な趨勢としては 2004

年以降，各地においてピーク期ほどでは無いに
せよ体験民宿の数は増加傾向が見られる。
　今までは全国的な推移に着目してきたが，以
降では東北地域における時系列的推移を図
1-2-3を通じて見て行くことにしよう7）。図

静岡，愛知，三重），近畿（滋賀，京都，大阪，
兵庫，奈良，和歌山），中国四国（鳥取，島根，
岡山，広島，山口，徳島，香川，愛媛，高知），
九州（福岡，佐賀，熊本，大分，宮崎，鹿児島，
沖縄）として，集計した。

 6）　各都道府県別の時系列推移については，巻末
に示す。

 7）　本データは，2008年までであることから，東
日本大震災による影響は考慮さえていないこ
とに注意が必要である．

- 5 - 
 

0

5

10

15

20

25

30

35

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県
 

図 1-2-3 東北地域における農林漁業体験民宿の登録数の推移 

（出典：図 1-1-1に同じ） 
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を通じて見て行くことにしよう6。図より東北地域においては、特に太平洋側の岩手県、福島県、
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受けたものの、現在でも東北農政局のＨＰ等でも確認できるように各地域において実施されてい

る。さらには、本稿冒頭でも述べたように、平成 25年 5月より三陸復興国立公園の新たな制定に

より、新たな需要が考えられる。また、近年では少人数かつ体験型観光の観光商品の開発が進ん
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２．文献レビュー 

 2-1 観光地選択における消費者行動 

 2-1-1 経済学的文脈からのアプローチ 

需要者である観光客においては、ツーリズムについては、その場所、内容、そこまでの所要時

間など相対的に評価し選択するものと思われる。つまりは、観光客は目的地や内容について限ら

れた時間、予算の範囲内で意思決定を行うものと考えれば、その要素は単一ではなく複数項目が

存在するであろう。ここで本節ではランカスター型効用関数を用いて評価を行っているランカス

ター、Rugg(1972)、鎌田(2006)をレビューする。 

ランカスター(1989：邦訳)及び Lancaster(1966)では、需要理論の新たな展開（new approach）

を行った。これは、財ベクトル、特性ベクトルを取り入れた、複数の要素が内包される効用理論

を打ち出したことにある。このランカスターのモデルは非常にシンプルな構造であり、さらには

純粋に理論的要素が強い為、応用・拡張性が高いという利点があるといえる。 

観光に適用したのが Rugg（1972）である。Ruggでは、モデルの構造自体はランカスターとほ

ぼ同じであるが、観光や交通選択を考慮するために、予算制約に総交通費用を考慮し、さらには

時間を組み入れたモデルに拡張した。ここでの仮定としては、それぞれの観光地を訪問する割合

                                                   
6 本データは、2008 年までであることから、東日本大震災による影響は考慮さえていないことに注意

が必要である． 

図 1-2-3　東北地域における農林漁業体験民宿の登録数の推移
（出典 : 図 1-2-1に同じ）

（ヶ所）
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1-2-3より東北地域においては，特に太平洋側
の岩手県，福島県，宮城県において多くの農林
漁業体験民宿が立地している。これら地域では
東日本大震災の被害を受けたものの，現在でも
東北農政局の HP等でも確認できるように各地
域において実施されている。さらには，平成
25年 5月より三陸復興国立公園の制定により，
新たな需要が期待される。また，近年では少人
数かつ体験型観光の観光商品の開発が進んでい
ることから，需給とのマッチングが地域観光を
分析する上で今後重要な要素となると思われる。

　2.　文献レビュー

　2-1　観光地選択における消費者行動
2-1-1　経済学的文脈からのアプローチ

　需要者である観光客においては，目的地を選
択するにあたって，その場所，内容，そこまで
の所要時間など相対的に評価し選択するものと
思われる。つまりは，観光客は目的地や内容に
ついて限られた時間，予算の範囲内で意思決定
を行うものと考えれば，その要素は単一ではな
く複数項目が存在するであろう。ここで本節で
は，表 2-1に示した，ランカスター型効用関数
を用いて評価を行っている Lancaster，Rugg

（1972），鎌田（2006）をレビューする。
　Lancaster（1989 : 邦訳）及び Lancaster（1966）
では，需要理論の新たな展開（new approach）
を行った。これは，財ベクトル，特性ベクトル

を取り入れた，複数の要素が内包される効用理
論を打ち出したことにある。この Lancasterの
モデルは数学的に非常にシンプルな構造であ
り，さらには純粋に理論的要素が強い為，応用・
拡張性が高いという利点があるといえる。
　これを観光に適用したのが Rugg（1972）で
あ る。Rugg で は， モ デ ル の 構 造 自 体 は
Lancasterとほぼ同じであるが，観光や交通選
択を考慮するために，予算制約に総交通費用を
考慮し，さらには時間を組み入れたモデルに拡
張した。ここでの仮定としては，それぞれの観
光地を訪問する割合が外生的に，比率として与
えられていることである。このような拡張モデ
ルの枠組みで効用水準を最大化する観光地（時
間制約，交通費用制約の下での意思決定）の選
択についてシミュレーション分析を行い，その
当てはまりについて有意であることを確認して
いる。
　鎌田（2007）では，上述した Ruggモデルを
援用することで，わが国の温泉地の魅力度につ
いて分析を行っている。ここで，「温泉地のス
ポット評価＋交通アクセス＋費用」によりラン
カスター型の効用関数を推計し，その後，因子
分析を行う事で，魅力度として評価される項目，
選択される温泉地を特定している8）。つまり，
Ruggおよび鎌田の議論ではランカスター型の
効用関数を用いる意義として，観光として利用
者が選択する要素が単一の目的ではなく，同時
に複数（多数）の消費があわせて行われるとい

 8）　鎌田（2007），pp. 151-154を参照。

表 2-1　需要側からの分析の要約

著者 モデルと目的 実証の対象

K. Lancaster（1966） ランカスター型効用関数の開発 なし

　　 〃  　  （1979） ランカスター型効用関数 アメリカ自動車メーカー

Rugg　　　  （1972） ランカスター型効用関数 欧州各地への海外旅行客の目的地
（シミュレーション : 特定地は無）

鎌田　　　　（2007） ランカスター型効用関数，
モンテカルロ・シミュレーション

日本の温泉地の魅力度
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うベクトルの構造を有しているという特徴が見
られることに拠るものであるといえる。

2-1-2　観光経済学に関するレビュー
　近年では，観光に関する経済効果や地域資源
を活用したグルメなどが着目されていることな
どからも，観光に資する都市・地域の分析は近
年増加傾向にあるものの，必ずしも体系化され
ているとは言い難いと思われる。そのような中
にあって，比較的，観光に関する分析を詳細に
広く行っているものとして，河村（2008）およ
び角本（2011）が挙げられる。本節においては，
以下でこれらの文献の特徴について見て行く。
　河村（2008）においては，観光を経済学的枠
組みで整理するべく，観光の分析に必要不可欠
な概念の整理などを詳細に行っていることに特
徴がある。また，特定の観光形態としてではな
く，観光全般に焦点を当てている。ここでは，
本稿においても議論の対象となるような箇所に
ついて掻い摘んで見て行くこととする。
　観光商品については，（1つの）複合商品で
あると指摘している。つまり，旅行会社単独で
行うのではなく，交通機関，宿泊，食事などそ
れぞれの企業と分業的になされている。その生
産過程においては，「観光商品は，商品そのも
のの生産過程を経て生産されるのではなく，各
種の観光関連の素材を組み合わせ，それに観光
サービスを付加するという二つの段階を経て生
産・消費される複合商品である」9）と定義す
る10）。つまり，商品と労働の二重性11）について観
光の特徴であると論じている。したがって単一
の財（商品）としてではなく複数の商品が組み
合わさっている二重性が重要な役割を有してい
る。

 9）　河村（2008），p. 49.
 10）　このことは，企業間の提携・連携の結果とし
ても考えることができよう。これについては
次節においてマーケティングの枠組みを概観
する。

11）　河村（2008）の「あとがき」でも言及してい
るが，ここでの商品，労働の 2重性については，
マルクスの「労働価値説」に依拠している
（p. 293）。

　また，観光商品の特徴として，以下を挙げて
いる（河村（2008），pp. 52-53）。
　  （1）　多数の効用を内包。
　  （2）　多様な（観光）目的を内包。
　  （3）　生産と消費の同時性。
　  （4）　成立しない在庫概念。
　  （5）　架空性。
　  （6）　需要が不安定。
　  （7）　移動・移転が不可能。
　  （8）　再生利用が可能。
　これらの内，（3），（4），（6），（7）に関しては，
観光商品のみならず交通など空間を移動する手
段についても共通の概念であるといえる。
　一方で角本（2011）では，地域経済の枠組み
を用いて，観光に関する様々な要素について分
析を行っている12）。特に，観光による経済学的
効果の計測，シミュレーションについてミクロ，
マクロの双方の視点から詳細に分析を行ってい
る。
　ミクロ的視座からの分析としては，近年，特
に地方都市で地域振興として注目されている B

級グルメでは，空間独占競争モデルを援用しミ
クロ的分析からシミュレーションを通じて，そ
の経済学的効果（消費者余剰など）を分析して
いる。さらには，テーマパークの経済効果につ
いては，地方公共財供給モデルを援用すること
で最適なテーマパーク入場者数，入園者の入場
者数を数値シミュレーションにより分析を行っ
ている。
　一方で，わが国の観光地における効果として，
その施設などの集客性に対して期待されるの
は，来場者による波及効果であろう。そのよう
な中にあって，マクロ的視座からの分析として
は観光投資について，いわゆる動学的最適化モ
デルを用いることで企業の観光資本ストックの
動学的変化について理論的に分析を行っている。

12）　角本（2011）において分析の対象としている
のは，余暇・住宅立地，B級グルメ，テーマパー
ク，観光開発・観光資源，観光税についてで
ある。

�
￣̄
￣
￣
￣
�
￣
￣̄
￣
￣
�
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　つまり，角本（2011）では様々な観光施設，
観光資源の分析に関して様々な経済モデルを援
用できるという応用可能性，拡張性など観光の
分析の間口の広さを提示したものと言える。し
かし，エコ・ツーリズムに関する分析はなされ
ていない13）。

　2-2　観光地・地域での生産行動
　一方で，供給側である地域では，観光客のニー
ズなどを把握せねばならない。つまり，地域資
源を観光「商品」として販売するという意味に
おいて，いわゆるマーケティング等の視座が考
えられる。そこで，まずはコトラー（2003）を
レビューする。
　コトラーでは，いわゆる 4P，マーケティン
グミックスの領域におけるマーケティングの観
点から，観光（ツーリズム）14）の特徴を次のよ
うに認識している。
　（1）　 リレーションシップ・マーケティング

の必要性15）

　　● 旅行やホスピタリティ・サービスの販売
業者と仲介業者との間で。

　　● 旅行やホスピタリティ・サービスの販売
業者と，主要顧客との間で。

　　● フードサービスの販売業者と，複数の
フードサービス業者と取引している組織
との間で。

　　● モーテル・チェーンやレストラン・チェー
ンなど，旅行やホスピタリティ・サービ
スを販売する異業種との間で。

　　● 旅行やホスピタリティ・サービスの販売
業者と主な供給業者の間で。

　　● ホスピタリティ組織とその従業員との間
で。

　　● ホスピタリティ組織と，マーケティング

13）　このことは，角本（2011）p. 2でも今後の課題
の 1つとして言及されている。

14）　コトラー（2011）では，ツーリズム産業をホ
スピタリティ産業と旅行産業とを指すものと
して定義されている（p. 6）。

15）　コトラー（2011），p. 15.

代理店や銀行や法律事務所との間で。
　（2）　 ホスピタリティ産業では，ピーク期と

オフピーク期の差が非常に大きい。
　（3）　差別化の管理
　（4）　顧客志向
　（5）　ニーズ・ウォンツ・需要
　これらのコトラーが主張している，ホスピタ
リティ＆ツーリズム・マーケティングの特徴と
しては，単純化すれば，需要変動の大きい中に
おいて安定した生産を行うための異業種との提
携・連携ということになろう。元来，マーケティ
ングの視点は生産者側からの視点であることを
考慮すれば，その背後にある消費者行動（需要
者の行動）に対応し実施されるということを踏
まえると，異業種間での提携・連携は，旅行を
消費財（商品）として販売するために需要者の
ニーズに対応するものとして，複数の要素が内
包されているという点において，先に見たラン
カスターの消費者行動の枠組みを支持するもの
であるといえる。
　しかし，コトラーの視点は主として大企業な
いしは著名な宿泊業者などの視点から描かれて
いる点に留意せねばならない。つまり，世界的
なブランドとなっているような宿泊施設では，
それが有する名称などがブランド化されてお
り，それ自身によって差別化がなされていると
いっても過言ではない。しかし，わが国各地で
実施されているグリーン・ツーリズムにおける
商品の「差別化」については，地域の相違とい
う，より多面的な要素を有した概念ととらえる
ことになるだろう16）。
　地域の相違については，その地域が有する風
土・文化と同義であると考えることもできよう。
そのような中にあって文化経済学の観点から，
グリーン・ツーリズムを見たのが駄田井ら
（2003）である。駄田井らは，グリーン・ツー
リズムが行われているような中山間地域振興政
策が，① 農林業を含めた地場産業の振興，

16）　これについての詳細は，3.で展開する。
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② 他地域からの企業誘致の 2点のみ重点的に
実施されており，それらの事業の多くは費用対
効果の側面から必ずしも地域振興に寄与してこ
なかったという批判的な視点から，地域固有の
価値の評価の側面からグリーン・ツーリズムの
活用に地域振興・政策の意義を見出している。
　さらには，吉本（2008）では熊本県水俣市に
おける中山間地域での地域振興に資する方策と
して，地域住民による観光案内・ボランティア
等の人材育成など地域資源の掘り起こしを行政
主導に代わり民の視点から「地元学」と称して，
その取組を紹介している。

　3.　グリーン・ツーリズムの考察

　3-1　観光資源について
　前節でも見たように，グリーン・ツーリズム
をはじめとしたツーリズム，観光は，単体とし
てではなく様々な要素が含まれているという特
徴が見られる。さらには，様々な業種が観光商
品の生産に関わっているという特徴がある。同
時に，地域政策の観点からすれば，先述したよ
うに，都市部と農村部との交流人口の増加，地
域資源を活用した特産品の PRと消費促進など
が展開されている。
　さらには，グリーン・ツーリズムのような体
験型・交流型の観光形態は，本稿の冒頭で述べ
たように従来までの O-Dペアが明確である発

地型のマス・ツーリズムと異なり，旅行者が滞
在先で，その選好に応じてカスタマイズできる
着地型であるという特徴が見られる。
　次に，観光地について財あるいは商品として
の差別化という観点からは，例えば有名観光地
における著名観光施設，観光資源など，唯一無
二に表現されるように，稀少性を伴う。そのた
め観光地そのものがいわゆる財としての差別化
に寄与しているところが大きいともいえよう。
　表 3-1は，観光資源としてのそれぞれの要素
を分類したものである。それぞれの項目に着目
すれば，自然環境，気象条件，歴史・文明など
多種多様の内容が組み合わさることで，初めて
観光商品として成立するであろうと思われる。
特に，温泉，博物館などの施設などについては
他地域との差別化がし易いと考えられるが，し
かし本稿で着目しているグリーン・ツーリズム
については，必ずしも地域間での差別化を地理
的・環境的条件のみでは図ることが容易ではな
いと思われる。
　そのようなことから，地理的・環境的条件に
共通性を有する，つまり隣接しあう地域間での
連携などによる観光資源としての共通化，差別
化を図ることが今後は求められよう。そのよう
なことから，グリーン・ツーリズムが有するそ
の観光の中身について，どのような特徴が見ら
れるかについて吟味する必要性があるといえ
る。特に，表 3-1のそれぞれの観光資源として

表 3-1　観光資源の分類

観光資源

自然観光資源

自然景観・自然保養地 火山，温泉，山岳，草原，島嶼，海岸，湖沼，河川，
地質，洞窟，奇岩・奇石など

気象条件 気温，湿度，日照，月光，風雪，雲海など

動物・植物資源 珍獣，希少動植物，漁礁，釣り場，狩猟地，森林，
新緑，落葉など

人文・社会観光資源

歴史・文明遺産 古代人化石，遺跡・遺物，古代寺院，民族的庭園，
故事・民間伝承，伝統工芸，歴史博物館など

現代社会・文明
現代建造物，交通・通信施設，商業センター，社
会制度，科学技術，産業，娯楽，工芸美術，割烹
など

（出典：河村（2008），p. 22.）
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の特徴について見ると，自然観光資源は空間的
に連続性を有しているものと解釈することがで
きるが，人文・社会観光資源については，その
産業構造などに依存する事から空間的には離散
的であると解釈できる。したがって，例えば人
文・社会観光資源の遺跡・遺物，博物館などの
観光資源を活用する上で，より当該地域に滞在
時間を増加させる方策として，地域間連携によ
る，空間的に限定された地域内で（空間的に）
連続性を有すると思われる自然観光資源を利用
した周遊的な要素を加味する事も求められると
考えられる。
　そのためには，グリーン・ツーリズムの需要
者である観光客のニーズと現状について把握し
ておく必要があるだろう。次節では，これらに
ついて見ることにする。

　3-2　グリーン・ツーリズムの課題
　図 3-1では，農水省の HP上で公開されてい
る，農村におけるグリーン・ツーリズムの基本
的なスケジュールが示されている。ここでは，

地元農産物購入，観光農園の利用，農作業体験，
農産品加工体験，農家民泊の利用などが例示さ
れている。ここで，地域の特徴を表しうる内容
は何であるかを検討する必要があろう。
　例えば，仮説的に観光客（需要者）が，その
土地でしか得られない・体感できないものを期
待して行き先を選択するとする。
　その時，その観光客は，その土地固有の稀少
性を求めて行動すると仮定すれば，先の農水省
の HPで公開されている内容は表 3-2で示すよ
うな地域間での代替性を有するといえるであろ
う17）。ここで，畑作物を想定してみると，畑作

17）　ここでは，単純化のために 3地域 3種である
と仮定する。
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表 3-2　観光資源の代替性

地元農産物 農作業体験

地域 A 畑作物（野菜） 野菜作り

地域 B 水田作物（米） 稲作作り

地域 C 果樹・園芸 果物狩り
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物の生育は気候条件に大きく依存するとも考え
られることから，隣接する地域間では同様の作
物や収穫時期が重なる事が想定される。そのた
め，その特産品（財，商品）を如何に隣接する
他地域と差別化を図る，つまり稀少性を追求18）

するかが課題となると思われる。さらには，収
穫時期などが季節的に限定されるという特徴が
あることから単一の作物のみではピーク期のみ
は集客が期待できても，それ以外のオフピーク
期の方が長いというリスクが発生するといえ
る19）（つまり，2-2で見た（2）ホスピタリティ
産業では，ピーク期とオフピーク期の差が非常
に大きいという事項と同義である）。
　次に，グリーン・ツーリズムへ参加する理由
について図 3-2を通じて見て行くこととする。

18）　近年では農作物の地域的差別化を図るうえで，
「地域ブランド」化が積極的に推進されている。
ブランド化により，知名度が増加する，加工
品等により貯蔵が可能となるという利点があ
るといえるであろう。

19）　例えば，隣接する地域間で同じような特産品
を生産しているとすれば，空間競争は単純な
ホテリング・モデルの観を呈するといえるだ
ろう。ここで，情報が与えられた場合につい
ては，今後の課題である。

来訪の目的は，「のんびりできそう（52.5%）」，
「美味しい食材で有名な場所（40.4%）」，「美味
しい料理で有名な場所（37.7%）」が上位 3傑
を占めている。これらの多くは，「食」が大き
なウェイトを占めているといえる。しかし，先
の図 3-1で例示されている農水省などがグリー
ン・ツーリズムの特徴として挙げている農作業，
加工などの体験は，参加理由としては少ない割
合となっている。このように見ると，現状のグ
リーン・ツーリズムは，一般的な観光旅行とそ
の目的についての相違は，さほどないともいえ
るであろう。
　それでは，どのようにしてグリーン・ツーリ
ズムが地域政策に資する観光資源として他地域
との差別化を図るべきなのかについて，以降で
は見て行くこととする。

　4.　地域政策に資するグリーン・ツーリズム

　先に見た，図 3-2のように観光客が観光地を
選択する主な理由が「食」であることを述べた。
ここでは，どのように観光客から選択されるか
という要素についてまとめていく。
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れているデータを見る限りにおいて，グリーン・
ツーリズムに参加する主たるインセンティブと
は必ずしもなっていないともいえる。そのため，
体験の内容を地域ごとに差別化する方策がより
必要であるともいえるであろう。

　5.　ま　と　め 

　5-1　本稿のまとめ
　本稿は，グリーン・ツーリズムを中心に観光
の特性について，その概要をまとめたものであ
る。
　その中で，グリーン・ツーリズムについて農
水省などは，都市と農山村部の体験を通じた交
流をモデルとして提示しているが，実際のグ
リーン・ツーリズムの需要者は必ずしも体験を
主たる目的にしていないと言えるだろう。つま

　図 4-1では，農山漁村に旅行に行く場合にし
たい過ごし方と体験についてである。これを見
る限りにおいて，上位を占める要素は食，風景，
買物が主となっている。また体験を選択肢とな
るような割合は少ないといえる。
　そうした中において，戦略的にグリーン・ツー
リズムを地域の観光政策として取り入れるなら
ば，以下のことが必要となるであろう。
　つまり「食」と「風景」や「体験」を内包し，
観光客の効用水準に単一の項目ではなく，複数
のベクトルとして内包するようなパッケージを
ベースとし（つまり 2.の文献のレビューで見
た「多様な効用を内包」型），地域間での差別
化を図る要素を取り込むというのが求められる
であろう。そのためには，ピーク期・オフピー
ク期の需要変動の制約に直面するが，例えば行
政，運輸会社などとの提携・連携（リレーショ
ンシップ・マーケティングを考慮した地域内外
での提携・連携）などによる需要管理がより一
層求められると思われる20）。
　また，観光地での体験などに関しては公表さ

図 4-1　農山漁村への旅行先での「過ごし方」
（出典 :（財）都市農山漁村交流活性化機構 2010『数字でわかるグリーン・ツーリズム』p. 73）
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その中で、グリーン・ツーリズムについて農水省などは、都市と農山村部の体験を通じた交流

をモデルとして提示しているが、実際のグリーン・ツーリズムの需要者は必ずしも体験を主たる

目的にしていない。つまり、中央政府が想定している滞在や体験を通じた、都市・地域間の人的

                                                   
19 例えば、地方財政学の理論などでも展開されているように、効用水準が高まる最適規模の入場者数

等から事前に、その最適解を知る必要があろう。 
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20）　例えば，地方財政学の理論などでも展開され
ているように，効用水準が高まる最適規模の
入場者数等から事前に，その最適解を知る必
要があろう。
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り，中央政府が想定している滞在や体験を通じ
た，都市・地域間の人的交流と実際の観光客の
ニーズとの間でミスマッチが生じているといえ
る。
　また，地域間において農山村地域においては，
他地域との差別化を図ることが容易ではないこ
とから，様々な要素を組み合わせて（パッケー
ジ化して），観光客の選好を高めるような方策
が求められるであろう。

　5-2　今後の課題 

　本稿においては，主としてグリーン・ツーリ
ズムに焦点を当て，その観光形態が有する特徴
について見てきたに過ぎない。しかも，本稿は
研究として今後進める上で漸くその緒に就いた
ものである。そのため，今後の課題としては数
多くあるが，商品としてのグリーン・ツーリズ
ムの個別の特徴について，より詳細に見て行く
必要があると思われる。同時に各地域で公開さ
れているグリーン・ツーリズムについて，どの
ような観光資源なのかについて，地理的特性な
どを分類することが必要であろう。
　特に，グリーン・ツーリズムを実施している
地域へのヒアリング等を通じて，個別の地域が
有している課題や特徴について分析する必要が
ある。同時に，本稿で考察した内容について，
モデル化を行う事で，地域間での差異化をどの
ように図っていくのかについて，分析・シミュ
レーションが必要であると思われる。
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